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ベトナムでは、コロナ禍収束後、日系企業による投資拡大がさらに進むことに大きな期

待を寄せています。今回は、ベトナムへの進出の手段の一つとして、独立行政法人国際協

力機構（以下 JICA）による「中小企業・SDG s ビジネス支援事業」の活用についてご紹介し

たいと思います。 

 

１．JICAとは 

JICAとは Japan International Cooperation Agencyの略で日本の優れた人材・技術、

資金を活用し、開発途上国の貧困削減等の解決に取り組む政府開発援助(ODA:Official 

Development Assistance）の実施機関です。技術協力、円借款、海外投融資、無償資金

協力に関する業務とともに、青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、国際緊急援助

隊の派遣も担っています。ODA を通じたインフラ整備、政策制度整備を通じ、開発途上

国の産業育成や貿易投資環境の改善に貢献しています。 

 

２．中小企業・SDG s ビジネス支援事業とは 

（１）概要 

JICAが行う ODA事業のひとつで、開発途上国の開発ニーズと「中小企業の製品・技術」

のマッチングを支援する事業です。海外展開をしたい「日本企業」と、自国が抱える開

発課題を解決したい「開発途上国」が WIN－WINとなる事業を展開し、ひいては日本企業

の海外事業展開の促進や地域経済の活性化につなげることが狙いです。当事業の特徴は、

補助金方式ではなく、JICAからの委託事業となります。具体的には、JICAが各国への国

別開発協力方針に基づいた大枠から、応募勧奨分野・課題を設定し募集します。従って、

採択された場合は、当該事業の事業計画に基づいた費用が受託者（中小企業等）に委託

費用として支払われます。 

 

中小企業・SDGsビジネス支援の募集案件 

項目 事業経費（1件あたり上限金額） 

基礎調査 

（1年程度） 

①850万（東、東南、南アジアの場合） 

②地域金融機関連携案件 

案件化調査（1年程度） 

（中小企業支援型） 

①3,000万円②5,000万円 

③地域金融機関連携案件 

案件化調査（1年程度） 

（SDGsビジネス支援型） 

850万円 

普及・実証・ビジネス化事業 

（1年～3年程度） 

（中小企業支援型） 

事業の内容に応じて上限金額が異なります。 

①1億円②1億 5,000万円③2億円 

④地域金融機関連携案件 

普及・実証・ビジネス化事業 

（1年～3年程度） 

（SDGsビジネス支援型） 

5,000万円 

（出所：JICA ホームページより） 

 

 

ベトナム通信～中小企業・SDG s ビジネス支援事業～ 
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（２）募集方法・対象事業 

毎年度 2回の募集が定例となっており、2021年度は第一回が 7月に募集が締め切ら

れ、第二回は 12月頃と見込まれています。6月の募集では外国人材の日本への還流に

資する提案（途上国での人材育成や活用への具体的な取り組み）、我が国の健康・医

療・栄養分野の技術・サービスの国際展開に資する提案、民間企業の製品・技術の活

用が期待される課題、などが応募勧奨分野・課題として示されています。なお、JICA

の国別開発協力方針に記載のない事業であっても、対象国の発展に資する事業であれ

ば採択されるケースもあります。 

 

３．ベトナムにおける過去の採択事例 

ベトナムにおける採択案件は、過去 5年間（2016 年度～2020年度）で 100件に上って

おり、これは世界第 1 位の実績となっています。採択事例は、農業分野やベトナムの社

会インフラ（水道、電力、環境）を日本の技術力で解決する取組みが多くなっています。

以下、近年採択された 2 つの事例をご紹介します。 

 

（１）新品種レタスの生産と鮮度保持輸送に関する案件化調査（2019 年採択、茨城県） 

ベトナムの野菜は生産ノウハウやバリューチェーンが整備されていないことを

背景に低品質、低価格商品が流通しており、農業生産が

農家の生計向上に繋がっておらず、また農産物のロス率

も高いといった課題があります。そこで、本事業では、

新品種のレタスの生産ノウハウと、鮮度保持についてコ

ンサルティングを行い、ベトナムの課題解決に寄与する

ビジネスモデルの構築を狙っています。具体的な提案製

品には新品種レタス（種）、予冷設備・保冷車、鮮度を保

持する特殊フィルムなどが含まれています。 

 

（２）高齢者・障がい者向けいす式階段昇降機、段差解消機事業の案件化調査（2018年 

採択、栃木県） 

ベトナムは国民の平均年齢が 30歳程度と若い世代が多く、労働力人口が豊富な

イメージがありますが、現実には急激なスピードで高齢化が進んでいます。（2034

年には高齢者人口比率は 7％まで上昇すると予想されています）一方、高齢者や障

がい者向けのバリアフリー対応は遅れており、特に縦に細長い建物が多いベトナ

ムでは、階段や段差などが多く、設備面における

課題解決のニーズが高いと考えられてきました。

そこで、本事業により、採択企業の製品であるい

す式の階段昇降機などの導入による実証実験が

ハノイ駅や病院等で行われ、今後ベトナムでの現

地法人の設立や将来的なベトナムでの生産・販売

も検討されています。 

 

 

 

 

出所：JICAホームページ 

出所：JICAホームページ 
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４．ベトナム現地ヒアリング（JICAベトナム事務所） 

当事務所が JICAベトナム事務所にベトナム現地での実務についてヒアリングをしま 

したので、ご紹介いたします。 

 

（１）ベトナムでの案件採択の傾向について 

「農業分野、保険・医療・福祉分野が全体の 40％程度であり、水処理、環境エネル

ギーと続きます。これは日本の国別開発協力方針の影響もありますが、ベトナム政

府として農業分野で日本の技術力の協力を仰ぎたい意向が強いことも影響されてい

ます。最近ではニッチな分野での採択数も増えてきており、分野にこだわらない応

募が増えています。」 

 

（２）案件採択後、企業が調査を進める中でぶつかる課題と対策 

「ベトナムでは、日本の行政手続きや商習慣などと違い、不測の事態が発生するこ

とが多く、余裕を持ったスケジュールを組むことをお勧めします。発展著しいベト

ナムですが、規制の面では曖昧な部分が多く、イレギュラーなトラブルが発生する

ことが往々にしてあります。また、直近では新型コロナウイルスの影響で、調査対

象の製品の輸入が遅延したり、企業担当者がベトナムに入国できないケースも発生

しています。こうした場合、当初の事業計画が後ろ倒しになってしまうことがあり

ますが、やむを得ないケースについては計画期間の延長について柔軟に検討します。」 

 

（３）地域金融機関と連携した取り組みについて 

「JICA の課題の一つに、案件化調査後の出口戦略のフォローが制限されてしまう点

が挙げられます。これは企業が案件化調査を行いビジネスの見通しが立った場合、

運転資金の調達や、事業計画などのサポートを JICAが行うことはできないからです。

実際にこの理由で事業の実現に至らなかったケースがありました。そこで、地域金

融機関に案件の入口から携わり伴走支援いただくことで、企業のビジネスを十分に

理解いただき、JICA事業以降も支援いただくことを期待しています。」 

 

（４）これから応募を検討される企業に向けて 

「まずは想定されるビジネスプランを JICAにご相談ください。どんなに良いプラン

であっても、押さえるべきポイントがずれてしまうと採択されない場合があります

ので、内容を整理する意味でも JICA ベトナム事務所へのヒアリングを積極的にご利

用ください。現在は Web面談も実施しておりますので、最新の現地情報をご説明さ

せていただきます。」 

 

５．おわりに 

めぶき FG では、JICAの各拠点と連携し、今回ご紹介した「中小企業・SDG s ビジネス

支援事業」について、地域金融機関連携の取組みを積極的に行っております。特にベト

ナムに関する案件では、JICA ベトナム事務所との事前面談などのアレンジもさせて頂き

ます。その他、商材の販路拡大・調達先開拓などのご相談についても、各種リモートに

よるサービス提供を行っておりますので、ぜひご活用ください。 

【常陽銀行ハノイ駐在員事務所 駐在員 関 一平】  
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アセアン駐在員コラムでは、東南アジア各国で生活している駐在員や現地スタッフからの情報を

発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アセアン駐在員コラム 

【シンガポール】～オキシメーターの無料配布～ 

 

（常陽銀行シンガポール駐在員事務所 現地スタッフ 関 順） 

【ベトナム】～ホーチミン市内全域で社会隔離措置適用開始～ 

【タイ】～デリバリー天国～ 

（足利銀行バンコク駐在員事務所 駐在員 五津 徳昭） 

タイは新型コロナウイルスの影響により外出自粛要請や店内

飲食の禁止が続いており、日常的にデリバリーサービスを利

用している人が多くいます。「デリバリー天国」とも呼ばれ、

ほとんどの飲食店でデリバリーサービスを利用することがで

き、割引や Buy1Get1Freeなどのプロモーションも随時実施さ

れています。外出が難しいなか気軽にデリバリーを頼むこと

ができ非常に便利で重宝しています。充実したデリバリーサ

ービスを駆使してコロナ禍を乗り切りたいと思います。 

（筆者撮影） 

【待機するデリバリー業者】 

 オキシメーターをご存知でしょうか。オキシメーターは動

脈血の酸素飽和度(ヘモグロビンが酸素と結び付いている割

合)を計測する医療機器で、コロナによる呼吸困難（酸素不

足）、特に無症状・無自覚者の早期発見に繋がると期待されて

います。シンガポールでは、7月 5日～8月 5日に、政府投資

会社傘下のテマセク財団から各家庭に 1 台のオキシメーター

が無料配布されました。このように、続々とコロナ対策措置

を講じる政府の迅速な対応に驚かされます。 （筆者撮影） 

ホーチミン市では、コロナウイルスの市中感染の急拡大を受 

け、7 月 9 日より、市内全域で最も規制が厳しい首相指示第

16号に基く社会隔離措置（ロックダウン）を発出しました。

同規制適用の前日には、市内の半数以上のローカル市場が一

時閉鎖したため、供給不足を懸念した市民がスーパーに殺到

し、生鮮類を中心に買い占めが発生するなど一時混乱が生じ

ました。私も近所のスーパーに出かけましたが、あまりの人

の多さに入店制限がかけられ、スーパーに入るだけで 1時間

かかり、事態の深刻さを痛感しました。 

（筆者撮影） 

【現地スーパーマーケットの様子】 

（ヴィエティンバンクトレーニー 田口 直之） 
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◎経済 

➢ シンガポール 

  ・（7/15）電力 SP、成都のスマート地区開発に参画 

  ・（7/16）上期 M&A、過去最高 9兆円 大型案件が倍増、グラブけん引 

  ・（7/19）低炭素水素で連携、ニュージーランドと 

➢ マレーシア 

    ・（7/9）政策金利 1.75％で据え置き、6会合連続 

    ・（7/12）駐在員の 5割が景気回復予想 ワクチン効果に期待、売上も増加 

       ・（7/15）今年の輸出伸び率、外需拡大で 8％台回復も 

➢ タイ 

 ・（7/8）輸出拡大へ、FTA交渉加速、来年にも EUと交渉再開で合意 

 ・（7/16）財務省、国営銀行に返済条件の緩和を指示 

 ・（7/21）商業施設内の銀行支店、13都県で一時休止 

➢ インドネシア 

    ・（7/5）邦人感染者 6月以降だけで 100人超 

    ・（7/19）国内初の港湾一体型工業団地 経済特区認定で投資加速狙う 

➢ フィリピン 

    ・（7/14）フィッチ、比の格付見通し引き下げ 

    ・（7/19）米ドル建て国債発行へ、初の個人向け 

➢ ベトナム 

  ・（7/7）株取引高、6月は前年比 3倍 資金流入続く、高値に警戒も 

  ・（7/14）銀行 16行、一部企業向け金利を引き下げ 

   ・（7/21）バクザン省、30年までに工業団地面積 6倍に      

◎その他 

➢ シンガポール 

・（7/16）代替鶏肉の新興企業が資金調達、米国進出へ 

・（7/16）就労ビザの最低月給引き上げを＝金融庁長官 

・（7/19）東南アのスタートアップ、30年に IPO3倍 

➢ マレーシア 

 ・（7/14）ワクチン接種で制限緩和も 8月までにガイドライン策定へ 

・（7/19）中国建設銀、貿易デジタル化で 3社と提携 

➢ タイ 

  ・（7/9）外国人の不動産投資、コロナ後に拡大見通し 

  ・（7/19）プーケット国際線利用者、2週間で 6800人 

 ・（7/21）デルタ株の感染者、首都で 77％に＝保健省 

➢ インドネシア 

 ・（7/6）11社の遠隔医療アプリ、患者が無料利用可能 

 ・（7/12）首都圏の移動、終了登録証所持を義務化 

➢ フィリピン 

 ・（7/6）「下位中所得国」据え置き、世銀の所得分類 

 ・（7/14）大統領選調査、首位にドゥテルテ氏長女 

➢ ベトナム 

 ・（7/13）駐在員交代。半数が着任遅れ、ビザ審査厳しく、後任探し難航も 

 ・（7/16）「工場隔離」で指針。労働者の移動制限 

 ・（7/19）HCM市のホテル、企業の需要で稼働率上昇 

（出所：各種新聞、雑誌） 

アセアン各国ニューストピックス 



                           MEBUKI ASEAN REPORT Vol. 35 

6 

 

JP JP SG MY IN TH

ID IN ID PH

PH ID MY

VN VN VN

VN

MY

JP JP TH CD

ID

CD CD CD

TH ID CD

ID MY MM IN MM TH MM TH TH

CD

31

出典：ジェトロ各国情報等

JP MY TH

SG PH VN

IN MM ID

CD

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

2021年10月
日 月 火 水 木 金 土

1 2

3 4 5 6 7 8 9

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 31

2021年8月
日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

インドネシア

日本

シンガポール

インド

ベトナム

タイ

ミャンマー

フィリピン

マレーシア

カンボジア

※ナショナルホリデーのみ掲載
※祝祭日名省略

2021年9月
日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30

アセアン・インド休日情報 



                           MEBUKI ASEAN REPORT Vol. 35 

7 

 お客様の海外進出をサポートするため、様々な機関や外国銀行と業務提携を結び、支援体

制の強化を進めています。 

◎業務提携先一覧 

提携先 常陽 足利 主な業務内容 

中国銀行（中国） ● ● 
中国国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

交通銀行（中国） ●  

中国信託商業銀行（台湾） ●  台湾情報の提供および各種金融サービスの提供 

カシコン銀行（タイ） ● ● 
タイ国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

バンコック銀行（タイ） ●  

バンクネガラインドネシア 

（インドネシア） 
●  

インドネシア国内情報の提供および各種金融サービスの提供 
CIMB ニアガ銀行 

（インドネシア） 
 ● 

ヴィエティンバンク 

（ベトナム） 
● 

 

ベトナム国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

ベトコム銀行（ベトナム） ● ● 

ベトナム外国投資庁 

（ベトナム） 
● 

 ベトナム関連セミナーの開催協力 

ベトナム進出に関する各種支援、投資関連情報の提供 

BDO ユニバンク（フィリピン） ●  

フィリピン国内情報の提供および各種金融サービスの提供 メトロポリタン銀行 

（フィリピン） 
 ● 

インドステイト銀行 

（インド） 
● ● インド国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

バナメックス（メキシコ） ● ● メキシコ国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

アグアスカリエンテス州政

府ほか（メキシコ） 
● ● 

メキシコに関する現地市場調査 

投資情報の提供 

日本貿易振興機構（JETRO） ● ● 海外事業展開や各国制度等に関する各種情報提供 

国際協力機構（JICA） ● ● 途上国での海外事業展開や各国制度等に関する各種情報提供 

国際協力銀行（JBIC） ●  海外展開支援融資の提供 

日本貿易保険（NEXI） ● ● 輸出取引を行う際の海外取引リスクに備える各種貿易保険の提供 

中小企業基盤整備機構  ● 海外事業展開や各国制度等に関する各種情報提供 

東京海上日動火災保険 ● ● 海外リスク情報等の提供 

リスクマネジメントコンサルティングサービスの提供 

各種損害保険の提供 

損害保険ジャパン ● ● 

三井住友海上火災保険 ● ● 

セコム ●  海外での安全システム・防犯危機商品の提供 

海外セキュリティーサービスの提供 綜合警備保障 ●  
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◎めぶきＦＧ海外駐在員事務所 

常陽銀行シンガポール駐在員事務所 
63 Market Street, #11-03 Bank of Singapore Centre 

Singapore 048942 TEL:+65-6225-6543 

常陽銀行ハノイ駐在員事務所 

5th Floor, Sun Red River, 23 Phan Chu Trinh 

Street, Hoan Kiem District, Hanoi, Vietnam 

TEL:+84-24-3218-1668 

常陽銀行上海駐在員事務所 
上海市延安西路 2201号 上海国際貿易中心 1901室 

TEL:+86-21-6209-0258 

常陽銀行ニューヨーク駐在員事務所 
712 Fifth Avenue, 8th Floor, New York, NY 10019 

TEL:+1-347-686-8420 

足利銀行香港駐在員事務所 

Suite 1601, 16th Floor, Tower 2, The Gateway, 

Harbour City, Kowloon, Hong Kong 

TEL:+852-2251-9475 

足利銀行バンコク駐在員事務所 

689, Bhiraj Tower at Emquartier, 27th Floor, Room 

No.2714, Sukhumvit Road, Klongton-nue, Wattana, 

Bangkok, Thailand 10110  

TEL:+66-2-261-2852 

 

【アジア全域】 

○日本貿易保険、損害保険ジャパン、 

東京海上日動火災保険、三井住友海上火災 

保険によるリスクマネジメント 

○日本通運による物流サポート 

○セコム、綜合警備保障によるセキュリティ 

コンサルティング 

○沼尻産業、ユーユーワールドによる輸出支 

援サービス 

○アリババによる海外販路開拓サービス 

○国際協力銀行による中堅・中小企業海外事 

業安定化支援 

○ハラル・ジャパン協会によるハラルに関する

コンサルティング 

【インド】 

○インドステイト銀行による金融サービス提供 

【インドネシア】 

○バンクネガラインドネシア、CIMBニアガ銀行 

による金融サービス提供 

 ス提供 

【台湾】 

○中国信託商業銀行による金融サービス提供 

【ベトナム】 

○ハノイ駐在員事務所によるサポート 

○ヴィエティンバンク、ベトコム銀行による 

金融サービス提供 

○ベトナム外国投資庁による各種情報提供 

【タイ】 

○バンコク駐在員事務所によるサポート 

○カシコン銀行、バンコック銀行による金融 

 サービス提供 

○ジェイ・ウィル・グループによる進出支援 

【フィリピン】 

○BDO ユニバンク、メトロポリタン銀行による

金融サービス提供 

【シンガポール】 

○シンガポール駐在員事務所による同国および 

 周辺諸国へのサポート 

【中国】 

○上海駐在員事務所によるサポート 

○香港駐在員事務所によるサポート 

○中国銀行、交通銀行による金融サービス提供 

tel:+852-2251-9475

